
 

福岡県中小企業経営革新・賃上げ緊急支援補助金 

交付申請の手引き 
 

 

 

○ 補助金交付要綱、交付申請の手引きを熟読し、交付申請を行ってください。 

○ 申請書類に不備があると審査に時間がかかるため、交付決定の時期が遅れる場合

があります。交付決定の時期によっては補助対象期間が短くなる場合があります

ので、ご注意ください。 

○ 経営革新計画が承認された場合であっても、補助金審査の結果、補助金が交付と

ならない場合があります。 

○ 申請内容、交付決定内容に関する個別の問い合わせには回答できません。 

○ 審査にあたり、現地調査を実施する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

提出書類が不明な場合は、事前に事務局までお問合せください。 

  

【提出先】※申請書類は郵送で提出してください【締切必着】※ 

〒812-0046 

福岡市博多区吉塚本町９番１５号 福岡県中小企業振興センタービル６階 

公益財団法人福岡県中小企業振興センター 補助金事務局宛 

【お問合せ先】 
電話番号：０９２-６１２－５００３（平日８時３０分から１７時１５分まで） 
メールアドレス：hojokin1@joho-fukuoka.or.jp 

 
※メールでのお問い合わせの場合は、お名前・電話番号もお知らせください。 

※メールでのお問い合わせの場合、回答に時間を要する可能性がありますのでご了承ください。 
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１ 補助金の概要 
 

・福岡県中小企業経営革新・賃上げ緊急支援補助金は、持続的に賃上げに取り組むため、福岡県の

承認を受けた経営革新計画の実現に向けて取り組む中小企業者に対し、計画に基づく事業の実施

に必要な経費の一部について、補助金を交付するものです。 

・経営革新計画の承認を受けていれば、必ず補助金の交付を受けることができるものではありませ

ん。補助金の審査において、補助金の申請内容が経営革新計画のテーマ・内容と相違があると判

断された場合は交付の対象外となります。 
・事業内場最低賃金を３０円以上引き上げることが補助対象者の要件のひとつであり、賃金引上げ

額の区分による補助率・補助上限額は次のとおりです。なお、賃金引上げ区分は実績報告におい

て決定します。 

 

賃金引上げ区分 ①３０円以上６０円未満 ②６０円以上 

補 助 限 度 額 １２０万円 １３５万円 

補 助 率 対象経費の２／３以内 対象経費の３／４以内 

 

２ 補助対象者について 
 

・本補助金の補助対象者は、次の要件をすべて満たす必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 補助対象事業について 
 

 

 

 

 
（１）新事業活動に該当する事業について 

・経営革新計画のテーマ及び内容に沿っている「新事業活動」でなければなりません。 

・「新事業活動」とは、新商品・新サービスの開発や、商品の新たな生産方式の導入、サービスの

新たな提供方式の導入など、事業者自らの創意工夫に基づく新たな取組みのことです。 

・経営革新計画の承認を受ける前から実施していた事業（既存事業）は、補助対象となりません。 

 

（２）福岡県内において実施する事業について 

・福岡県内において実施する事業は、新たに導入する設備機器や成果物等の納品場所が福岡県内で

あることが必要です。 

 

（３）他補助金との併用について 

・同一の事業（同一の経費）について複数の補助金を申請することは、重複申請となるため認めら

れません。 

福岡県中小企業経営革新・賃上げ緊急支援補助金交付要綱第４条（交付対象者） 

（１）福岡県内に本店を置く中小企業者又は福岡県内に住民登録を行っている個人事業主 

（２）令和７年７月１日以降に福岡県知事から経営革新計画の承認（変更承認を含む）を受けて

いる者 

（３）福岡県知事から承認を受けた経営革新計画に記載している新事業活動に取り組む者 

（４）補助対象期間最終月の１２か月前から補助事業完了時までに事業場内最低賃金を時間給換

算で３０円以上引き上げる者 

福岡県中小企業経営革新・賃上げ緊急支援補助金交付要綱第５条（交付対象事業） 

（１）福岡県知事から承認を受けた経営革新計画に記載している新事業活動に該当する事業 

（２）福岡県内において実施する事業 

（３）国、福岡県又はその他の地方公共団体等の補助金交付を受けていない事業 
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・既に他の補助金を申請している場合、本補助金の交付を受けるためには他の補助金の申請を取り

下げる必要があります。 

・なお、Ａ事業の設備機器導入費用を国の補助金、Ｂ事業のシステム構築費用を本補助金、という

ように異なる事業（異なる経費）を別々の補助金に申請する場合は、Ｂ事業について本補助金の

申請をすることは問題ありません。 

 

４ 補助対象期間について 
 

・補助対象期間の開始日は「交付決定日」、補助対象期間の終了日は「補助事業が完了した日」に

なります。 

・補助事業は交付要綱に定める「補助事業完了期限日」までに完了する必要があります。 

・補助事業が完了したときは、完了した日から１０日以内、又は交付要綱に定める「実績報告の最

終提出期限日」のいずれか早い期日までに実績報告を行ってください。 

・設定された補助対象期間内に補助事業の発注（申込・契約）から納品、請求、支払いまでを完了

させてください。 

・交付決定日より前に発注を行うことはできません。 

・補助対象期間前に発注した場合や、補助対象期間終了後に納品や支払いを行った場合は、補助対

象期間外に補助事業を実施したとみなされ補助対象外となります。 

 

申請回 
申請期間 

【郵送必着】 
補助事業の完了期限日 

実績報告の最終提出期限日

【郵送必着】 

第１回 
令和 8年 2月 16日（月） 

～3月 13日（金） 
令和 8年 8月 24日（月） 令和 8年 9月 2日（水） 

第２回 
令和 8年 3月 25日（水） 

～4月 10日（金） 
令和 8年 9月 18日（金） 令和 8年 10月 2日（金） 

第３回 
令和 8年 4月 16日（木） 

～5月 8日（金） 
令和 8年 10月 13日（火） 令和 8年 10月 22日（木） 

第４回 
令和 8年 5月 15日（金） 

～6月 8日（月） 
令和 8年 11月 4日（水） 令和 8年 11月 13日（金） 

第５回 
令和 8年 6月 22日（月） 

～7月 15日（水） 
令和 8年 12月 1日（火） 令和 8年 12月 10日（木） 

※申請受付後、事務局による審査が行われます。各申請回の受付締切から交付決定まで概ね１か

月程度かかりますが、申請件数によっては審査に時間を要する場合もあります。 

 

５ 補助対象経費について 

 

・補助対象となる経費は、承認を受けた経営革新計画の「新事業活動」を実行するために新たに導

入しなければならないものにかかる経費のことです。 

・新たに導入するものを新事業活動以外で使用することはできないため、申請にあたり、使用目的

が新事業活動のためであることが明確に特定されているものである必要があります。審査の結

果、新事業活動のためのものであることが確認できないと事務局が判断した場合、補助対象外と

なることがあります。 

（ただし、設備機器導入費と工事費に限り、導入品を新事業活動と既存事業に共通利用する場合

であっても補助対象となる場合があります。詳しくは５ページを確認してください。） 

・申請する経費は、経営革新計画の別表１（具体的内容）、別表２（実施項目、時期）、別表４

（内容、数量、金額）、別表6（売上算定）に記載されてあるものであることが必要です。 

・「新事業活動」ではあるものの、上に示す別表に記載がない場合は、先に経営革新計画の変更申

請を行い、県からその承認を受けたうえで補助金の申請を行う必要があります。変更内容によっ

ては策定指導が必要な場合もあり、県への変更申請期限は令和８年６月８日（策定指導依頼期限

は令和８年５月２２日）となっていますので、早めに県へ相談してください。 
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（１） 補助対象経費 

 

設備機器導入費 

 

経営革新計画の「新事業活動」において必要となる設備、機械、器具等の購

入、製作に要する経費 

①新事業活動のために使用される機械・装置、器具の購入、製作に要する

経費 

②①と一体で行う、据付けや運搬等に要する経費 

 

・据付けとは、設置場所に固定するなど、新たに購入する機械等の設置と一

体で捉えられる軽微なものに限ります。 

・購入時の機械等の運搬料は「設備機器導入費」に含めてください。（運送

会社による配送料・郵送料は補助対象外です。） 

・消耗品や材料等の汎用性のあるものは補助対象外です。 

・導入した機器を有償で貸し出す場合など、売上により回収できる経費は補

助対象外です。 

 

 

システム構築費 

 

経営革新計画の「新事業活動」において必要となる専用のソフトウェア、ア

プリケーション、情報システム等の構築・導入に要する費用 

 

・構築したアプリを有償で販売する場合など、売上により回収できる経費は

補助対象外です。 

 

 

工事費 

 

経営革新計画の「新事業活動」のために使用される店舗、事務所、作業場そ

の他計画の実施に不可欠と認められる建物の改修に要する経費 

 

・撤去費、解体費、産業廃棄物費は補助対象外です。 

 

 

外注費 

 

新商品・新サービスの開発に必要な加工や設計・検査等の一部を外注する場

合など、経営革新計画の「新事業活動」において補助事業の遂行のために必

要となる業務の一部を外注する経費（自ら実施することが困難な業務に限り

ます。） 

 

・システム会社によるシステム構築の外注など、補助事業者が通常事業とし

て実施している業務については、自ら実施することが困難な業務に該当し

ません。 

・新商品用のパッケージやロゴのデザイン費用は補助の対象となりますが、

パッケージ制作等の費用は補助対象外です。 

・外注により動画を作成し、その動画を有料で配信する場合など、売上によ

り回収できる経費は補助対象外です。 

・アドバイス、技術指導、マーケティングなどのコンサルティングにかかる

費用は補助対象外です。 

・機械等の製作を外注する場合は「設備機器導入費」に計上してください。 

・店舗等の内装工事、外装工事等は「工事費」に計上してください。 

 

 

広告宣伝費 

 

経営革新計画の「新事業活動」において開発又は提供する新商品や新サービ

スの広告物（パンフレット、動画、写真等）やホームページ等の作成、メデ

ィアへの掲載費用、展示会出展等に要する経費 
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・新事業活動の広報を目的としているものが対象であり、単なる会社の宣伝

や既存事業の広報に使用するものは補助対象外です。（例えば、新商品・

新サービスの名称や内容が掲載されていないものは補助対象外です。） 

・補助対象期間内に広告や動画・写真が使用・掲載されること、ホームペー

ジ等が公開されること、展示会が開催されることが必要です。（交付決定

後に発注・契約されたものに限ります。） 

・チラシやパンフレットを作成又は印刷する場合は、補助対象期間中に配布

を実施・完了する必要があります。 

・看板の作成・設置費用は広告宣伝費に計上してください。 

・インターネット広告（google,Yahoo等）及びSNS広告（Instagram等）は、

広告代理店等に依頼して広告の設定・運用等を実施した場合のみ補助の対

象となります。自社で直接、Google広告等に費用を支払い、実施する場合

は補助の対象外です。 

・インターネット広告のうち、ストーリーズのように一定期間で自動的に消

去されるものは実施確認ができないため、補助対象外です。 

 

 

その他経営革新

計画上、理事長

が必要と認める

経費 

 

設備機器導入費、システム構築費、工事費、外注費、広告宣伝費に付随し

て、経営革新計画上、必要となる経費 

 

・設備機器導入費等の補助対象経費に付随して必要な場合で、いずれの経費

区分にも該当しない場合に申請することが可能です。 

・当該経費のみの申請はできません。 

・承認を受けた経営革新計画に基づき、事業計画書（様式第１号の２）の

「計画の実行に必要な理由」の欄に、その経費が必要である理由の詳細を

記入してください。計画内容と「計画の実行に必要な理由」を踏まえ、総

合的に判断します。 

 

 

（２） 補助対象外経費 

以下の経費は補助対象経費として認められません。 

 新事業活動のために必要であると認められない経費 

 補助金交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したもの、又は補助対象期間終了後

に納品、支払等を実施したものに係る経費 

 販売やレンタルを目的とした商品・商品等の生産・調達に係る経費 

 配送料、郵送料、切手代 

 電話代、インターネット利用料金等の通信費 

 商品券等の金券 

 予備品の購入費、文房具など事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、会費 

 不動産の購入費、自動車等車両の車検費用 

 各種保険料 

 日本国等が行う一定の事務に係る役務(登記、登録、証明、公文書の交付等)に対する経費 

 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁

護士費用 

 消費税及び地方消費税、収入印紙、銀行振込手数料（先方負担とした場合を含む） 

 汎用性があり、目的外使用になり得るものの購入費(ただし、新事業活動のみに使用すること

が明確に特定されている場合を除く。) 

 事業に係る自社の人件費（製品開発、ソフトウェア開発等） 

 上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 
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（３） 既存事業との共通利用について 

 ・新たに導入するものは、原則として新事業活動以外で使用することはできませんが、例外的に、

設備機器導入費と工事費に限り、導入品が「新事業活動」を実行するために必要なものであり、

かつ、導入品を既存事業と共通利用する特別な事情があると認められる場合は、導入品を新事業

活動と既存事業とで共通利用することが可能です。 

※導入品を既存事業と共通利用する特別な事情があると認められる場合の例 

 ▶ 店舗内が手狭で新事業専用の設備機器を新たに置くスペースを確保することが困難なため、

新事業と既存事業の両方で利用できる設備機器を導入する必要がある場合 等 

・その場合、補助対象経費は、補助事業に要する経費の税抜額に、経営革新計画書別表６に記載さ

れている計画期間における最終事業年度の「総売上高における新事業活動（経営革新）の売上比

率」を掛けて算出します。 

 

・補助金の審査において、経費区分が異なる場合や補助金の申請内容が経営革新計画のテーマ・新

事業活動の内容と補助金の申請内容に相違があると判断された場合、共通利用する特別な事情が

あると認められないと判断された場合等、審査の結果、交付の対象外となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 経費の支払い方法 

 ・補助対象経費の支払い方法は補助事業者の銀行口座からの直接の銀行振込に限ります。 

・ただし、ＥＣサイトで購入した場合で、かつ、銀行振込の取扱いがない場合に限り、コンビニ決

済（払込）が可能です。（コンビニ支払いのうち、セブンイレブンでは振込番号の確認ができな

いため、セブンイレブン以外のコンビニでのご利用をお願いします。） 

・現金、クレジット、デビットカード、電子マネー、代引き、立替払いは認められません。 

・法人の場合、法人名義の銀行口座から直接振り込んでください。役員、従業員、その他個人名義

の口座から振込を行った場合、立替払いとなるため認められません。 

 

  

 

YES 

YES 

導入品は「新事業活動」を実行するために

必要なものである 

NO 

補助対象経費

として認めら

れません 

導入品の経費区分は「設備機器導

入費」又は「工事費」である 

NO 

YES 

新事業活動と既存事業

とで共通利用する導入

品を申請可能です 

新事業活動と既存事業とで

共通利用する導入品を申請

することはできません 

 

導入品を新事業活動と既存事業で

共通利用すべき特別な事情がある 

NO 

補助対象経費 ＝ 補助事業に要する経費の税抜額 × 総売上高における新事業活動の売上比率 
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６ 賃上げ要件について 
 

・申請時に選択した賃金比較月から補助事業の完了日までに、事業場内最低賃金の３０円以上の引

上げを行ってください。 

・補助事業の完了日までに、引き上げ後の賃金支払いが完了する必要があります。 

・なお、賃金計算時点での福岡県の最低賃金を満たしていない場合、最低賃金法第４条により補助

金の交付の対象外となります。 

 

 

 

 

 

（１） 賃金比較月・賃金報告月 

・賃金比較月と賃金報告月は次のとおりです。 

○ 賃金比較月・・・補助対象期間最終月から１２か月前以降の支払日が属する月のうち、任意 

の月を選択してください。 

ただし、申請時に賃金支払いが完了している必要があります。 

（例）第１回申請の場合 

令和７年８月～令和８年３月のいずれか任意の月になります。 

○ 賃金報告月・・・実績報告書提出時点の直近の支払日の属する月になります。 

また、賃上げ後の賃金は、補助事業完了日までに支払いが完了している 

必要があります。 

 

 
 

（２） 賃上げ対象従業員 

 ・賃上げ対象従業員に指定できる従業員は、労働基準法第９条に規定されている労働者になりま

す。所得税法第５７条規定の青色事業専従者は対象外です。 

・使用人兼務役員を指定することもできます。その場合、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

（事業主通知用）の写しを添付する必要があります。 

・使用人兼務役員以外は雇用保険加入の有無は問わないため、雇用保険未加入の従業員しか雇用し

ていない場合であっても、申請できます。 

・補助対象期間中に退職を予定している従業員、契約を更新しない従業員、産前産後休業・育児休

業等を取得予定の従業員を賃上げ対象従業員に指定しないでください。 

・申請時に指定した対象従業員の自己都合等による退職、病気による休職の場合は他の従業員を新

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

補助対象期間

☆比較月（R7.8月以降の任意の月）

☆比較月（R7.10月以降の任意の月）

☆比較月（R7.9月以降の任意の月）

補助対象期間

補助対象期間

令和7年（2025年） 令和8年（2026年）

☆比較月（R7.11月以降の任意の月）

☆比較月（R7.12月以降の任意の月）

最低賃金
R8.10月改定後

最低賃金（未定）
1,057円　992円

補助対象期間

補助対象期間

第１回

第２回

第３回

第４回

第５回

実績報告提出期限

R8/9/2

申請:2/16～3/13

申請:3/25～4/10

申請:5/15～6/8

申請:6/22～7/15

完了期限日

8/24

完了期限日

9/18

完了期限日

11/4

完了期限日

12/1

実績報告提出期限

R8/10/2

実績報告提出期限

R8/11/13

実績報告提出期限

R8/12/10

申請:4/16～5/8 完了期限日

10/13 実績報告提出期限

R8/10/22

◎

◎

◎

◎

◎

992円

【参考】最低賃金法第４条（最低賃金の効力） 

使用者は最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支払

わなければならない。 
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たに指定することができます。その場合、その時点での事業所内最低賃金の従業員を、新たに賃上

げ対象従業員として指定し、変更承認申請書（様式第６号、様式第６号の２）を提出してくださ

い。新たに賃上げ対象従業員として指定する従業員がいない場合は、本補助金の補助対象者の要件

を満たしませんので、事業中止（廃止）承認申請書（様式第８号）を提出してください。 

 

    
※雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写しを添付 

 

（３） 事業場内最低賃金 

・賃上げ対象従業員の賃金には、最低賃金法第９条の規定に基づく基本給（時給、日給、月給、年

俸、歩合給）と、諸手当（職能給、住宅手当、地域手当）が含まれます。 

・次の６点の賃金は最低賃金に算入しません。 

① 臨時に支払われる賃金（結婚手当など） 

② １か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など） 

③ 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など） 

④ 所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など） 

⑤ 午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の

賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金など） 

⑥ 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

  
※出典：厚生労働省ホームページ「最低賃金の対象となる賃金」  

  

使
用
人
兼
務
役
員
※

法人 × × － × ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

個人 × × × ○ ○ ○ ○ × × ×－

代
表
者
／
事
業
主

専
従
者

家
族

正
社
員

契
約
社
員

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

時
短
労
働
者

請
負
労
働
者

派
遣
労
働
者

業
務
委
託

役
員
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７ 交付申請の際の提出書類・記載方法について 
 

（１） 交付申請書（様式第１号） 

・問い合わせは原則、メールにて行います。担当者及び連絡の取れるメールアドレスを必ず記入し

てください。 

・「賃金引上げ区分及び事業場内最低賃金」欄のうち、「賃金引上げ区分」は申請時点で予定して

いる賃金引上げ区分を選択してください。「賃金比較月」と「賃金」は賃金算出表（様式第１号

の３）の内容を転記してください。（エクセルの場合は自動転記されます。） 

 

（２） 事業計画書（様式第１号の２） 

・新たに導入するものを新事業活動以外で使用することはできないため、申請にあたり、使用目的

が新事業活動のためであることが明確に特定されているものである必要があります。 

・審査の結果、新事業活動のためのものであることが確認できないと事務局が判断した場合、補助

対象外となることがあります。 

・設備機器導入費と工事費については、導入品が「新事業活動」を実行するために必要なものであ

り、かつ、導入品を既存事業と共通利用する特別な事情があると認められる場合は、導入品を新

事業活動と既存事業とで共通利用することが可能です。詳しくは５ページを確認してください。 

 

① 「１ 補助事業の概要」 

  ・（１）には、経営革新計画に記載している新事業活動の実施にあたり、本補助金により実施す

る補助事業の内容を具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 ・（２）には、新事業活動の実行にあたりそれぞれの導入品が必要な理由や使用用途、数量の根

拠等を具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 補助対象となる事業は、経営革新計画のテーマ及び内容に沿っている新事業活動でなけれ

ばなりません。 

➢ また、申請するものが経営革新計画の別表1（具体的内容）、別表２（実施項目、時期）、

別表４（内容、数量、金額）、別表６（売上算定）に記載されてあるものであることが必

要です。 

➢ 記入内容が「単なる機器の用途説明」「記入された理由が全て同じ」といった場合は、申

請内容が確認できず、補助対象外となる可能性があります。必ず導入品ごとに必要な理

由、使用用途等を記入してください。 

➢ 数量欄には、設備機器導入やチラシ印刷の場合など数量が明確なものは、導入予定の数量

を必ず記入してください。 

➢ 工事費や外注費など数量を記載することが難しいものは「１式」と記入し、経費の具体的

な内容・数量が確認できる見積書を提出してください。 

➢ 同じものや類似品を複数購入する場合は、複数必要な理由、数量の根拠、それぞれの使用

用途を記入してください。 

（例）① 新商品○○の開発開始にあたり、商品製作に必要な△△、□□を導入する。 

② 新サービス○○の周知のため、看板の設置、チラシの作成・配布を実施する。 

③ ９月から新商品○○の販売を開始するため、事務所内の倉庫部分を改装して店舗

スペースとする。 

（例）① 新商品○○の商品製作にあたり、○○を加工するために△△が必要であるため。 

②チラシを○○部作成し、△△エリアに○○部、□□エリアに○○部のポスティン

グを実施し、新事業の広報を行うため。 

③ ○○を販売するためには△△が必要だが、事務所内の倉庫部分には△△がないた

め、□□工事を実施して設置する必要があるため。 
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  【記入時のポイント】 

※表に記載されている内容を参考にして、事業計画書に必要な理由等を記入してください。 

 

設備機器導入費 

 

・導入品が必要な理由や使用用途、数量の根拠等を記入してください。 

・同じものや類似品を複数購入する場合は、複数必要な理由、それぞれの使

用用途を記入してください。 

・パソコンやタブレット端末など汎用性のあるものを申請する場合は、使用

用途や既存事業との使い分けについて詳しく記載してください。 

・飲食店が厨房機器を申請する場合など、既存事業においても使用可能と考

えられるものを申請する場合は、既存機器の活用ができない理由や既存機

器とは別に申請機器を整備する理由、既存事業との使い分けなどについて

詳しく記載してください。 

・導入品を既存事業と共通利用する場合は、共通利用が必要な理由の詳細を

記載してください。 

 

 

システム構築費 

 

・導入品が必要な理由や使用用途、数量の根拠等を記入してください。 

・導入するシステムを利用するハードウェア整備状況を記入してください。 

・クラウドアプリケーション等を導入する場合は、上記に加え、クラウド 

サービスの整備状況についても記入してください。 

 

 

工事費 

 

・申請する工事が必要な理由や使用用途、主な工事内容等を記入してくださ

い。 

・工事箇所を既存事業と共通利用する場合は、共通利用が必要な理由の詳細

を記載してください。 

 

 

外注費 

 

・導入品が必要な理由や使用用途、数量の根拠、外注が必要な理由等を記入

してください。 

 

 

広告宣伝費 

 

・導入品が必要な理由や使用用途、掲載予定の内容、数量の根拠等を記入し

てください。 

・チラシやパンフレットの作成・印刷の場合は、配布期間・配布予定先等を

記載してください。 

・WEBサイトの場合は、WEBサイトの種類と新規作成又は改修かを記載してく

ださい。 

（WEBサイトの種類の例）コーポレートサイト、ランディングページ、 

ECサイト、ブランドサイト 等 

・インターネット広告の場合は、使用する広告媒体、広告内容、実施時期、

回数等を記入してください。 

 

 

その他経営革新

計画上、理事長

が必要と認める

経費 

 

・その経費が必要である理由の詳細を記入し、具体的な内容が確認できる見

積書を提出してください。 

 

※ 当該経費のみの申請はできません。 

※ 計画内容と必要な理由を踏まえ総合的に判断します。 
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（３） 賃金算出表（様式第１号の３） 

※賃上げ要件については６～７ページの「６ 賃上げ要件について」を確認してください。 

・「賃上げ対象従業員」は事業場内最低賃金の従業員を指定してください。 

・「１ 所定労働時間の算出」欄は就業規則等をもとに記入してください。 

・「２ 時間給換算額の算出」欄の「賃金支払月」は、６ページの表を参考に、補助対象期間最終

月の１２か月前以降の支払日が属する月を指定してください。その他の項目は提出する賃金台帳

をもとに記入してください。なお、申請時に、指定する比較月の賃金支払いが完了している必要

があります。 

・「２ 時間給換算額の算出」欄の「賃金支払額」は、基本給と最低賃金の対象となる諸手当（職

能給、地域手当、住宅手当のみ）を合算した金額を記入してください。 

 

（４） 誓約書（様式第２号） 

・提出前に、内容をよく確認してください。 

 

（５） 算定根拠となる見積書等の写し 

① 見積書について 

・内容（品目）ごとに数量・単位・単価を記載してください。 

・「一式」「等」などの表記は経費の具体的な内容が特定できないため、補助対象経費として認

められない場合があります。必ず、内訳が記載された見積書を提出してください。 

また、数量の記入がない場合は１つとみなします。交付決定で認められた数量を超えて導入し

た場合、交付決定数量を上回る導入分は補助対象外となりますのでご注意ください。 

（例）〇個、〇本、〇㎡、〇人工、〇ページなど 

・１件１００万円（税抜）を超える場合は、２者以上の見積りを提出する必要があります。 

・２者以上から見積りを取る「相見積り」を行った場合、最低価格を提示した者に発注する必要

があります。 

・取扱業者が１者に限定されている場合や地域的に取扱業者が存在しない場合など、２者以上の

見積りを取ることが困難な場合は、選定理由書（任意様式）を提出してください。 

※見積書・相見積書の提出を避けるために、伝票を複数に分けることはできません。 

※同一発注先（委託先）から購入し、一式で利用するものは同一見積りとします。 

 

  【見積書提出時のポイント】 

※見積書に表に記載されている内容が記載されているか確認の上、提出してください。 

 

設備機器導入費 

 

・型番のある設備機器は型番が記載されている。 

・付属品、設置費用等その他の経費が含まれる場合、それぞれの内容、

数量、単位、単価等に分けて記載されている。 

 

 

システム構築費 

 

・実施内容がわかる内訳、それぞれの数量・単価等が記載されている。 

 

 

工事費 

 

・実施内容や使用する材料等が確認できるよう、材料代・工賃・撤去費

などに分けて記載されており、それぞれの数量、単位、単価等が記載

されている。 

 

 

外注費 

 

・外注する内容が確認できる内訳、それぞれの数量・単価等が記載され

ている。 
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広告宣伝費 

 

・印刷物は仕様（サイズ・両面等）が記載されている。 

・WEBページ作成（改修を含む）は、内容や作成するページごとに分けて

記載があり、それぞれの数量・単価等が記載されている。 

・インターネット広告及びSNS広告は、広告を出す広告媒体、広告の種

類、回数、単価等が記載されている。 

 （例）広告媒体…Google広告、Yahoo!広告、Instagram 等 

広告の種類…検索広告、SNS広告、動画広告 等 

・インターネット広告（google,Yahoo等）及びSNS広告（Instagram等）

は、ソーシャルメディアがネット上で単価のみを示したものは見積書

としては認められません。必ず、業務委託予定先が発行した見積書を

提出してください。 

 

 

② 見積書以外の提出書類について 

  ※写真はカラー印刷とし、全景写真は全体が分かるようにしてください（複数枚可）。 

※下記に示す書類のほか、追加書類の提出を求める場合があります。 

 

 

設備機器導入費 

 

・導入予定の設備機器の型番の仕様書（該当箇所のカタログコピー等） 

・設置予定場所の写真 

 

 

システム構築費 

 

・導入予定のシステム等の仕様書 

・ハードウェアやクラウドサービス等の整備状況が確認できるもの（既

存のハードウェアの設置状況が確認できる写真、クラウドサービスの

契約状況が確認できる WEB画面のコピー等） 

 

 

工事費 

 

・工事図面（工事前の図面と工事予定の図面） 

・申請時点の現況写真（全景と工事予定の場所が個別に確認できるも

の） 

 

※見積書の項目、図面、写真に番号を振って紐づけし、工事を行う場所

とその内容が確認できるようにしてください。 

 

 

外注費 

 

・外注する内容が確認できる仕様書、イメージ図等 

 

 

広告宣伝費 

 

・WEBページ作成（改修を含む）の場合、仕様書又はサイト構成表、企画

書等 

※作成予定のWEBページの完成イメージが分かり、経費の根拠が明確に

確認できるものであること。 

※改修の場合、既存部分と追加する新規部分が明確にわかるようサイ

ト構成表に記載すること。 

・既存WEBページの改修の場合、申請時点でのWEB画面のコピー 
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（６） 賃金台帳の写し 

・賃金台帳の写しを提出してください。賃金台帳の代わりに給与明細、出勤簿、源泉徴収等を提出

することは認められません。 

・賃金台帳は労働基準法規則第54条に定める下記１０項目すべての記載が必要です。 

・提出する賃金台帳の写しに次の①～⑩の番号を朱書きで書き込んでください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 経営革新計画承認書の写し 

・福岡県から通知された「経営革新計画承認書」の写しを提出してください。 

（福岡県に提出した承認申請書、経営革新計画（別表１～６）の提出は不要です。） 

 

（８） 交付申請提出前の確認チェックシート 

 ・記載されている確認事項、提出書類を確認してください。 

  

① 氏名      ⑥ 時間外労働の労働時間数※ 

② 性別      ⑦ 休日労働の労働時間数※ 

③ 賃金計算期間  ⑧ 深夜労働の労働時間数※ 

④ 労働日数    ⑨ 基本給や手当等の種類とその金額 

⑤ 労働時間数   ⑩ 控除項目とその金額 

 

※該当する時間数がない場合は、０と記載してください。 
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８ Ｑ＆Ａ 

 

Ａ１ 令和７年６月３０日以前に承認を受けた経営革新計画は、申請できません。 

  令和７年７月１日以降に承認又は変更承認を受けた経営革新計画が対象です。 

 

また、令和７年７月１日以前に経営革新計画の承認を受け、令和７年７月１日以降に新たな

事業内容で計画の変更承認を受けた場合、追加された新たな事業のみが補助金の申請対象とな

ります。 

 

 

 

Ａ２ 経営革新計画の承認前に申請することはできません。 

福岡県から経営革新計画の承認を受けた後、補助金の交付申請をしてください。 

 

 

 

Ａ３ 補助申請は１事業者につき１回限りです。 

 

 

 

Ａ４ 実績報告書を提出し、中小企業振興センターから額の確定通知書を受領した後に、補助金の

支払請求をしていただきますので、補助金の交付はその後になります。 

実績報告の提出から額の確定まで概ね２か月程度かかります。また補助金の交付は請求書が

センターに到着後、２週間程度かかります。特に１２月・１月は審査件数が多く、通常より時

間を要する見込みです。 

なお補助事業が完了する前に補助金を交付する「概算払」はありません。 

 

 

Ａ５ 従業員の「職務遂行能力」を基準に賃金を算出する賃金形態のことを言います。勤続年数や

業務経験、個人の知識や技能、資格等によるスキルを考慮し決定するものであり、役職手当や

資格手当などの名称で毎月一定額を支払われている賃金も職能給に含まれます。 

 

 

Ａ６ 申請時に指定する賃上げ対象従業員がいないため、補助金の申請はできません。 

ただし、補助金の申請までに新たに従業員を雇用し、初回の賃金支払いを完了している場合

は、申請が可能です。 

 

Ｑ１ 令和７年６月３０日以前に経営革新計画の承認を受けた事業者は、申請できますか？ 

Ｑ２ これから経営革新計画の承認を受ける予定ですが、補助金の申請はできますか？ 

Ｑ３ 何度でも申請ができますか？ 

Ｑ４ 補助金はいつ交付されますか？ 

Ｑ５ 職能給とは何ですか？ 

Ｑ６ 個人事業主のみで従業員がいない場合は、補助金の申請はできますか？ 
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Ａ７ 使用人兼務役員以外は雇用保険加入の有無は問わないため、申請できます。 

ただし、使用人兼務役員を賃上げ対象従業員に指定する場合は「雇用保険被保険者資格取得

等確認通知書（事業主通知用）の写し」の提出が必要です。 

 

 

 

Ａ８ 指定した賃上げ対象従業員の賃金台帳のみ提出してください。 

労働条件通知書等雇用条件の取り決めに関する資料の提出は必要ありませんが、様式第１号

の３、様式第6号の２や様式第11号の４の 「1.所定労働時間の算出」 は、労働条件通知書等の

情報をもとに入力してください。 

なお、賃金支払日等の確認ができない場合など、追加で提出を求める場合があります。 

賃金台帳の代わりに給与明細、出勤簿、源泉徴収票等を提出することは認められません。 

 

 

 

Ａ９ 賃金計算期間内に２つの時間給が混在する場合、時間給換算額の計算方法が異なり、追加の

提出資料が必要となるため、中小企業振興センターにお問い合わせください。 

 

 

Ａ10 メルカリやヤフーオークションなどのフリーマーケットアプリは利用できません。 

 

 

 

Ａ11 関連会社の見積書を根拠資料として添付している場合は、関連会社以外の事業者から取得し

た見積書の提出を追加で求めることがあります。 

 

 

 

Ａ12 補助事業対象期間中に契約・発注したリースは対象となります。補助対象期間中に１年リー

スで契約した場合、補助事業対象期間の月のみが対象となります。 

また、補助対象となるリース料の支払いを補助事業対象期間中に終えておく必要がありま

す。リース実施月が補助事業対象期間中であっても、期間前の発注や支払いが補助事業対象期

間中に完了していない場合は、対象となりません。 

Ｑ12 リース料は補助の対象になりますか？  

Ｑ11 親会社、子会社、自社の代表者もしくは役員が別に経営する会社、又は親族から見積書を

取得してもよいですか？ 

Ｑ10 物品の購入にメルカリなどのフリマアプリを利用することができますか？ 

Ｑ９ 賃金計算期間の途中で昇給があった月を賃金比較月に設定する場合の時間給換算の仕方を

教えてください。 

Ｑ７ 雇用保険未加入の従業員しか雇用していない事業所は、申請できますか？ 

Ｑ８ 賃金比較のために添付資料として提出するものは、賃金台帳のみでよいですか？ 

労働条件通知書等の雇用条件に関する資料等も提出する必要がありますか？ 
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Ａ13 広告物のデータ作成のみを申請することは可能です。広告物のデータ作成を申請する場合の

経費区分は「広告宣伝費」になります。 

ただし、作成した広告物は補助対象期間中に使用・掲載する必要があります。チラシやポス

ターのデザインデータの作成を申請する場合は、補助対象期間中にチラシの配布又はポスター

の掲示等を実施・完了する必要があります。 

 

 

 

Ａ14 切手を購入する費用は対象になりません。チラシの配布を外注する場合や新聞折込等を行う

場合の費用は対象となります。 

 

 

 

Ａ15 経営革新計画の「新事業活動」において必要な設備機器として認められる場合、車両本体の

みが補助の対象となります。車両にかかる登録料や保険料は対象になりません。 

また車両の名義は補助事業者であることが必要ですので、実績報告書提出時に「自動車検査

証記録事項」の写しの提出が必要です。 

 

  

Ｑ13 チラシやポスターなどの広告物のデザインデータ作成だけを申請することはできますか？ 

Ｑ15 自動車やバイクなどの車両は補助の対象になりますか？ 

Ｑ14 作成したチラシを郵送する場合、切手代は対象になりますか？ 
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９ 事業計画書（様式第１号の２）記入例 
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